
 

医政総発 0715 第２号 

薬生総発 0715 第３号 

薬生安発 0715 第３号 

平成２８年７月 15 日 

 

 

      都 道 府 県 

各  保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

      特 別 区 

 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局安全対策課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

子どもによる医薬品誤飲事故の防止対策について 

（包装容器による対策を含めた取組について） 

 

 

子どもによる医薬品誤飲事故については、「子どもによる医薬品誤飲事故

の防止対策について」（平成 27 年 12 月 18 日付け厚生労働省医政局総務課、

医薬・生活衛生局総務課、医薬・生活衛生局安全対策課連名事務連絡）にお

いて、包装容器による対策を含めた事故防止対策について、改めて考え方を

示すこととしていたところです。 

今般、医薬・生活衛生局が実施する医薬品・医療機器等対策部会での専門

家の意見を踏まえた上で、平成 27 年度厚生労働科学特別研究事業による「子

供の医薬品誤飲防止のための包装容器評価に関する研究」の研究結果が取り

まとめられたことを受け、別添のとおり関係業界及び関係団体の長宛て通知

を発出しました。 

つきましては、その内容を御了知いただくとともに、継続的な注意喚起及

写



び情報提供の実施並びに管内の関係者への周知方を含め、子どもによる医薬

品誤飲事故防止への御協力をよろしくお願いします。 

 



 

薬生総発 0715 第１号 

薬生安発 0715 第１号 

平成 28 年７月 15 日 

 

 

 （別 記１） 殿 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長 

 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局安全対策課長 

 

 

 

子どもによる医薬品誤飲事故の防止対策について 

（包装容器による対策を含めた取組について） 

 

 

子どもによる医薬品誤飲事故については、「子どもによる医薬品誤飲事故

の防止対策について」（平成 27 年 12 月 18 日付け厚生労働省医政局総務課、

医薬・生活衛生局総務課、医薬・生活衛生局安全対策課連名事務連絡）にお

いて、包装容器による対策を含めた事故防止対策について、改めて考え方を

示すこととしていたところです。 

今般、医薬・生活衛生局が実施する医薬品・医療機器等対策部会での専門

家の意見を踏まえた上で、平成 27 年度厚生労働科学特別研究事業による「子

供の医薬品誤飲防止のための包装容器評価に関する研究」の研究結果が取り

まとめられました。 

これらの意見等を踏まえ、子どもによる医薬品誤飲事故防止のために御配

慮いただきたい点を下記にまとめましたので、御了知いただくとともに、貴

会関係者への周知方よろしくお願いします。 

なお、別添のとおり公益社団法人日本薬剤師会会長及び一般社団法人日本

病院薬剤師会会長等宛て通知を発出していることを申し添えます。 

 

写



記 

 

１ 子どもによる医薬品誤飲事故のリスクや、事故発生時の対処方法（相談

機関の利用等）について、保護者等に十分に認知されるよう、継続的な

注意喚起や情報提供を実施いただくとともに、医療機関及び薬局等が注

意喚起等を実施する場合において協力いただくこと。 

 

２ 子どもが誤飲して重い中毒症状を呈するリスクが高いことから特に注

意を要する医薬品注１）を中心に、その包装容器について、子どもによる

誤飲に対するリスクマネジメント注２）を実施し、標準設計の作成等を検

討いただくこと。 

 

 

注１） 子どもが誤飲して重い中毒症状を呈した主な医薬品として、特に催眠鎮静

剤、抗不安剤、精神神経用剤などの向精神薬、血糖降下剤（糖尿病治療薬）、

気管支拡張剤（合剤を含む）及び血圧降下剤に関する報告が紹介されている。 

（参考） 

 第 28 回 医薬品・医療機器等対策部会 当日配布資料４ 

（平成 28 年３月 11 日） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000116079.html 

 消費者安全法第 23 条第１項の規定に基づく事故等原因調査報告書「子供

による医薬品誤飲事故」（平成 27 年 12 月 18 日） 

    http://www.caa.go.jp/csic/action/index5.html 

 

注２） 危険性の分析、評価、低減方策。 

 

 



（別 記１） 

日本製薬団体連合会 会長 

米国研究製薬工業協会在日技術委員会 代表 

欧州製薬団体連合会技術委員会 委員長 

日本ＯＴＣ医薬品協会 会長 

公益社団法人 日本包装技術協会 会長 

（以  上） 

 
 



 

医政総発 0715 第１号 

薬生総発 0715 第２号 

薬生安発 0715 第２号 

平成 28 年７月 15 日 

 

 

（別 記２）殿 

 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局安全対策課長 

 

 

 

子どもによる医薬品誤飲事故の防止対策について 

（包装容器による対策を含めた取組について） 

 

 

子どもによる医薬品誤飲事故については、「子どもによる医薬品誤飲事故

の防止対策について」（平成 27 年 12 月 18 日付け厚生労働省医政局総務課、

医薬・生活衛生局総務課、医薬・生活衛生局安全対策課連名事務連絡）にお

いて、包装容器による対策を含めた事故防止対策について、改めて考え方を

示すこととしていたところです。 

今般、医薬・生活衛生局が実施する医薬品・医療機器等対策部会での専門

家の意見を踏まえた上で、平成 27 年度厚生労働科学特別研究事業による「子

供の医薬品誤飲防止のための包装容器評価に関する研究」の研究結果が取り

まとめられたことを受け、別添のとおり日本製薬団体連合会会長等宛て通知

を発出しました。 

つきましては、その内容を御了知いただき、貴会関係者へ周知いただくと

ともに、下記の点に御配慮をいただくことで子どもによる医薬品誤飲事故防

止への御協力をよろしくお願いします。 

写



 

記 

 

１ 子どもによる医薬品誤飲事故のリスクや、事故発生時の対処方法（相談

機関の利用等）について、保護者等に十分に認知されるよう、情報の掲

示等により継続的に注意喚起及び情報提供いただくこと。 

 

２ 子どもが誤飲して重い中毒症状を呈するリスクが高いことから特に注

意を要する医薬品注）を中心に、患者及び保護者等からの要望を受けて、

薬剤交付時に誤飲を防ぐ対応を効果的に行えるよう、関係業界等とも協

議して包装容器による事故防止策を検討いただくこと。 

 

 

注） 子どもが誤飲して重い中毒症状を呈した主な医薬品として、特に催眠鎮静剤、

抗不安剤、精神神経用剤などの向精神薬、血糖降下剤（糖尿病治療薬）、気

管支拡張剤（合剤を含む）及び血圧降下剤に関する報告が紹介されている。 

（参考） 

 第 28 回 医薬品・医療機器等対策部会 当日配布資料４ 

（平成 28 年３月 11 日） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000116079.html 

 消費者安全法第 23 条第１項の規定に基づく事故等原因調査報告書「子供

による医薬品誤飲事故」（平成 27 年 12 月 18 日） 

    http://www.caa.go.jp/csic/action/index5.html 

 

 

 

 

 

  



（別 記２） 

公益社団法人 日本薬剤師会 会長 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 会長 

（以  上） 

 

 



 

医政総発 0715 第３号 

薬生総発 0715 第４号 

薬生安発 0715 第４号 

平成 28 年７月 15 日 

 

 

 （別 記３） 殿 

 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長 

 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長 

 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局安全対策課長 

 

 

 

子どもによる医薬品誤飲事故の防止対策について 

（包装容器による対策を含めた取組について） 

 

 

 標記について、別添写しのとおり、関係業界及び関係団体の長宛てに通知

しましたので、御了知いただくとともに、継続的な注意喚起及び情報提供の

実施や関係者への周知方を含め、子どもによる医薬品誤飲事故防止への御協

力をよろしくお願いします。

写



（別 記３） 

公益社団法人 日本医師会長 

公益社団法人 日本歯科医師会 会長 

公益社団法人 日本看護協会 会長 

公益社団法人 日本助産師会 会長 

公益社団法人 日本小児科学会 会長 

一般社団法人 日本医療法人協会 会長 

公益社団法人 全日本病院協会 会長 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 会長 

公益社団法人 日本精神科病院協会 会長 

一般社団法人 日本病院会 会長 

独立行政法人 国立病院機構 理事長 

独立行政法人 労働者健康福祉機構 理事長 

公益社団法人 全国国民健康保険診療施設協議会 会長 

一般社団法人 全国公私病院連盟 会長 

社会福祉法人 恩賜財団済生会 会長 

日本赤十字社 社長 

国家公務員共済組合連合会 理事長  

社会福祉法人 北海道社会事業協会 会長 

一般社団法人 地方公務員共済組合協議会 会長  

全国厚生農業協同組合連合会 会長 

健康保険組合連合会 会長 

独立行政法人 地域医療機能推進機構 理事長 

宮内庁長官官房秘書課長 

法務省矯正局矯正医療管理官 

文部科学省高等教育局医学教育課長 

防衛省人事教育局衛生官 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 理事長 

公益財団法人 日本医療機能評価機構 理事長 

独立行政法人 医薬品医療機器総合機構 理事長        

  （以  上） 


